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第２ 審査の結果及び意見

１ 審査の結果

第１ 審査の概要の記載事項のとおり審査を実施した限り、重要な点において、審査の対

象となった決算その他関係書類が法令に適合し、かつ、正確であると認められた。

なお、当該事務の一部について是正又は改善を要するもののうち、全庁的に検討が必要と

考える事項については、後段で述べる。

２ 審査意見

（１）行財政運営

令和３年度も、新型コロナウイルス感染症への対応が続く中、感染症対策に万全を期しつ

つ、社会の変化への対応としてウィズコロナ、アフターコロナの時代を見据え、これまでに

準備を進めてきた各施策を実行に移し、具体的な成果につなげる１年となった。

新型コロナウイルス感染症への対応や産業分野等へのデジタル技術の活用の促進、カーボ

ンニュートラルの実現に向けた取組を実施できるよう、国の有利な制度も活用し積極的に予

算を確保した。

行財政運営については、社会経済活動の早期回復と感染拡大防止の両立を図り県勢浮揚に

向けた取組を加速していけるよう、全国知事会などとも連携し国に対して積極的に政策提言

をしていくとともに、国の有利な財源の活用等により、引き続き安定的な財政運営を図られ

たい。

令和３年度の一般会計の決算額は、歳入 5,631 億 3,424 万円、歳出 5,514 億 8,659 万円で

歳入歳出差引額は 116 億 4,765 万円となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収

支は 19 億 9,328 万円となった。

本県の財政状況は、歳入面では、法人事業税等の増による県税の増加、国の補正予算に伴

う地方負担への措置として普通交付税の追加配分等による地方交付税の増加、防災・減災・

国土強靱化緊急対策事業債等の増による地方債の増加等により、歳入全体としては前年度と

比べ 7.1 パーセント増加した。

また、歳入状況を自主財源と依存財源で見ると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

26.9 パーセント、依存財源が 73.1 パーセントとなっており、自主財源比率は前年度と比べ

1.5 ポイント増加している。

＜表１＞実質収支の状況
＜表１＞　実質収支の状況

(単位：千円）
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＜表３＞歳出決算額の性質別内訳

歳出面では、平成 30 年度に発生した豪雨災害の復旧工事が進んだことにより災害復旧事

業費が減少したものの、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に伴う公共事業

の増、新型コロナウイルス感染症対応による物件費や補助費等の増、財政調整基金への積立

金の増などから、歳出総額は前年度と比べ 7.7 パーセント増加した。

性質別決算状況では、前年度と比べ義務的経費については、公債費が 3.9 パーセント増加

したが、歳出全体に占める構成比は 12.1 パーセントとなり、0.5 ポイント減少した。また、

義務的経費全体では 2.0 パーセント増加し、歳出全体に占める構成比は 2.0 ポイント減の

35.2 パーセントとなった。

投資的経費については、前年度から 6.3 パーセントの増となったが、これは普通建設事業

費が増加したことによるものである。

その他の経費については、前年度から 13.9 パーセントの増となったが、これは補助費等

及び積立金が増加したことなどによるものである。

法人事業税の増などにより税収は増加に転じたが、依然として自主財源の比率は低い水準

にあることから、地方交付税などの財源を確保するとともに、事務事業のなお一層のスクラ

ップアンドビルドに取り組み、限られた予算をより効率的、効果的に執行し、新しい生活様

式、社会・経済構造の変化への対応がなされるよう努められたい。

＜表２＞自主財源と依存財源の比率

＜表３＞歳出決算額の性質別内訳

決算額

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ポイント ％

190,394 37.2 194,247 35.2 3,853 △ 2.0 2.0

人 件 費 112,950 22.0 114,000 20.7 1,050 △ 1.3 0.9

扶 助 費 13,090 2.6 13,368 2.4 278 △ 0.2 2.1

公 債 費 64,354 12.6 66,879 12.1 2,525 △ 0.5 3.9

122,499 23.9 130,211 23.6 7,712 △ 0.3 6.3

199,335 38.9 227,029 41.2 27,694 2.3 13.9

512,228 100.0 551,487 100.0 39,259 - 7.7

令和２年度 令和３年度 比較増減

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合　　　計

区　　　分

義 務 的 経 費



3

第２ 審査の結果及び意見

１ 審査の結果

第１ 審査の概要の記載事項のとおり審査を実施した限り、重要な点において、審査の対

象となった決算その他関係書類が法令に適合し、かつ、正確であると認められた。

なお、当該事務の一部について是正又は改善を要するもののうち、全庁的に検討が必要と

考える事項については、後段で述べる。

２ 審査意見

（１）行財政運営

令和３年度も、新型コロナウイルス感染症への対応が続く中、感染症対策に万全を期しつ

つ、社会の変化への対応としてウィズコロナ、アフターコロナの時代を見据え、これまでに

準備を進めてきた各施策を実行に移し、具体的な成果につなげる１年となった。

新型コロナウイルス感染症への対応や産業分野等へのデジタル技術の活用の促進、カーボ

ンニュートラルの実現に向けた取組を実施できるよう、国の有利な制度も活用し積極的に予

算を確保した。

行財政運営については、社会経済活動の早期回復と感染拡大防止の両立を図り県勢浮揚に

向けた取組を加速していけるよう、全国知事会などとも連携し国に対して積極的に政策提言

をしていくとともに、国の有利な財源の活用等により、引き続き安定的な財政運営を図られ

たい。

令和３年度の一般会計の決算額は、歳入 5,631 億 3,424 万円、歳出 5,514 億 8,659 万円で

歳入歳出差引額は 116 億 4,765 万円となり、翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収

支は 19 億 9,328 万円となった。

本県の財政状況は、歳入面では、法人事業税等の増による県税の増加、国の補正予算に伴

う地方負担への措置として普通交付税の追加配分等による地方交付税の増加、防災・減災・

国土強靱化緊急対策事業債等の増による地方債の増加等により、歳入全体としては前年度と

比べ 7.1 パーセント増加した。

また、歳入状況を自主財源と依存財源で見ると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

26.9 パーセント、依存財源が 73.1 パーセントとなっており、自主財源比率は前年度と比べ

1.5 ポイント増加している。

＜表１＞実質収支の状況
＜表１＞　実質収支の状況

(単位：千円）

一 般 会 計

832,431,365)A(

585,684,155)B(

356,746,11)C(=)B(-)A(

273,456,9)D(

182,399,1)E(=)D(-)C(

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支

＜表３＞歳出決算額の性質別内訳

歳出面では、平成 30 年度に発生した豪雨災害の復旧工事が進んだことにより災害復旧事

業費が減少したものの、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に伴う公共事業

の増、新型コロナウイルス感染症対応による物件費や補助費等の増、財政調整基金への積立

金の増などから、歳出総額は前年度と比べ 7.7 パーセント増加した。

性質別決算状況では、前年度と比べ義務的経費については、公債費が 3.9 パーセント増加

したが、歳出全体に占める構成比は 12.1 パーセントとなり、0.5 ポイント減少した。また、

義務的経費全体では 2.0 パーセント増加し、歳出全体に占める構成比は 2.0 ポイント減の

35.2 パーセントとなった。

投資的経費については、前年度から 6.3 パーセントの増となったが、これは普通建設事業

費が増加したことによるものである。

その他の経費については、前年度から 13.9 パーセントの増となったが、これは補助費等

及び積立金が増加したことなどによるものである。

法人事業税の増などにより税収は増加に転じたが、依然として自主財源の比率は低い水準

にあることから、地方交付税などの財源を確保するとともに、事務事業のなお一層のスクラ

ップアンドビルドに取り組み、限られた予算をより効率的、効果的に執行し、新しい生活様

式、社会・経済構造の変化への対応がなされるよう努められたい。

＜表２＞自主財源と依存財源の比率

＜表３＞歳出決算額の性質別内訳

決算額

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ポイント ％

190,394 37.2 194,247 35.2 3,853 △ 2.0 2.0

人 件 費 112,950 22.0 114,000 20.7 1,050 △ 1.3 0.9

扶 助 費 13,090 2.6 13,368 2.4 278 △ 0.2 2.1

公 債 費 64,354 12.6 66,879 12.1 2,525 △ 0.5 3.9

122,499 23.9 130,211 23.6 7,712 △ 0.3 6.3

199,335 38.9 227,029 41.2 27,694 2.3 13.9

512,228 100.0 551,487 100.0 39,259 - 7.7

令和２年度 令和３年度 比較増減

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合　　　計

区　　　分

義 務 的 経 費

 

＜表３＞歳出決算額の性質別内訳 

 

歳出面では、平成 30 年度に発生した豪雨災害の復旧工事が進んだことにより災害復旧事

業費が減少したものの、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に伴う公共事業

の増、新型コロナウイルス感染症対応による物件費や補助費等の増、財政調整基金への積立

金の増などから、歳出総額は前年度と比べ 7.7 パーセント増加した。 

 

性質別決算状況では、前年度と比べ義務的経費については、公債費が 3.9 パーセント増加

したが、歳出全体に占める構成比は 12.1 パーセントとなり、0.5 ポイント減少した。また、

義務的経費全体では 2.0 パーセント増加し、歳出全体に占める構成比は 2.0 ポイント減の

35.2 パーセントとなった。 

投資的経費については、前年度から 6.3 パーセントの増となったが、これは普通建設事業

費が増加したことによるものである。 

その他の経費については、前年度から 13.9 パーセントの増となったが、これは補助費等

及び積立金が増加したことなどによるものである。 

 

   

法人事業税の増などにより税収は増加に転じたが、依然として自主財源の比率は低い水準

にあることから、地方交付税などの財源を確保するとともに、事務事業のなお一層のスクラ

ップアンドビルドに取り組み、限られた予算をより効率的、効果的に執行し、新しい生活様

式、社会・経済構造の変化への対応がなされるよう努められたい。 

 

 

＜表２＞自主財源と依存財源の比率 

＜表３＞歳出決算額の性質別内訳

決算額

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 構成比 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ポイント ％

190,394 37.2 194,247 35.2 3,853 △ 2.0 2.0

人 件 費 112,950 22.0 114,000 20.7 1,050 △ 1.3 0.9

扶 助 費 13,090 2.6 13,368 2.4 278 △ 0.2 2.1

公 債 費 64,354 12.6 66,879 12.1 2,525 △ 0.5 3.9

122,499 23.9 130,211 23.6 7,712 △ 0.3 6.3

199,335 38.9 227,029 41.2 27,694 2.3 13.9

512,228 100.0 551,487 100.0 39,259 - 7.7

令和２年度 令和３年度 比較増減

投 資 的 経 費

そ の 他 の 経 費

合　　　計

区　　　分

義 務 的 経 費

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

29 30

31.2� 29.5� 28.3� 25.4� 26.9�

68.8� 70.5� 71.7� 74.6� 73.1�

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

29 30

31.2� 29.5� 28.3� 25.4� 26.9�

68.8� 70.5� 71.7� 74.6� 73.1�



4

＜表４＞県債の状況

＜表５＞財政構造に関する各種指標

また、防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策への対応等の翌年度以降に繰り

越された事業について、着実に実施されるよう執行管理に努められたい。

県債残高は、新規発行額が償還額を上回り増加している。これは、臨時財政対策債などが

減少したものの、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債等が増加したことによるものであ

る。

累積した県債残高は、公債費の増加による財政構造の一層の硬直化を招くことから、引き

続き、中長期的な財政健全化を見通した公債費の平準化を図ることを求める。

主な財政指標は次表のとおりである。

財政力指数は 0.26105（前年度 0.27382）で、前年度と比べて 0.01277 ポイント下降して

いる。

財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 89.6 パーセント（前年度 96.1 パーセント）で、

前年度に比べて 6.5 ポイント改善しているが、これは地方交付税が追加配分されたことなど

によるものである。

財政規模に対する借入金の返済額の大きさを示した実質公債費比率は、前年度から変動は

なく 10.6 パーセントとなっている。

県の財政運営については、常に中期的な展望の下、財政規律を維持しつつ、県民サービス

確保と県財政の健全化を同時に実現する必要がある。感染症の克服にはなお時間がかかるこ

とが予想され、感染状況や経済状況に応じた対策の実施も見込まれることから、その動向に

十分に留意していく必要がある。

安定的な財政運営に必要な地方交付税等の確保・充実は極めて重要であることから、今後

とも必要な財源の確保に向けて、国に対し強く働きかけられたい。

今後の財政運営においては、引き続き、財政調整基金及び減債基金の取崩しに頼らない持

続可能な財政基盤の確立を図り、財政健全化に向けた取組に努められたい。

（２）収入未済対策

持続的な財政運営を行うためには、自主財源を確保する取組が重要であり、「県政運営指

針」においても県税収入の確保や滞納額の縮減など、自主財源の確保に向けた取組の徹底を

(単位：百万円）
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区　　　分

財 政 力 指 数

経 常 収 支 比 率 98.5 % 96.1 % 89.6 %

実 質 公 債 費 比 率 10.6 % 10.6 % 10.6 %

＜表５＞財政構造に関する各種指標

令和元年度 令和２年度 令和３年度  増減（R3-R2）

0.27201 0.27382 0.26105 △ 0.01277

△ 6.5

0.0

＜表７＞収入未済額 前年度比較

掲げている。

収入未済額は、一般会計が 25 億 4,205 万円、特別会計が 29 億 6,305 万円で、合計 55 億

510 万円と、前年度に比べ２億 3,313 万円（4.1 パーセント）の減少となっている。

収入未済額の推移及び前年度比較は下表のとおりである。

＜表７＞収入未済額　前年度比較

　 （単位：千円、％）

増減額 増減率

0.72 △510,361 △745,144265,406税県

（個人県民税） 376,805 318,439 △ 58,366 △ 15.5

（自動車税） 28,219 23,027 △ 5,192 △ 18.4

（法人事業税） 132,848 53,027 △ 79,821 △ 60.1

（軽油引取税） 20,492 19,286 △ 1,206 △ 5.9

71）税得取産動不（ ,157 9,059 △ 8,098 △ 47.2

92）目税の他のそ（ ,041 18,709 △ 10,332 △ 35.6

9.71 △714,3 △817,51531,91金算加

退 職 手 当 の 返 還 請 求 27,897 27,798 △ 99 △ 0.4

過 誤 支 出 戻 入 金 19,884 17,152 △ 2,732 △ 13.7

施 設 入 所 児 童 保 護 者 負 担 金 44,564 48,690 4,126 9.3

生 活 保 護 費 返 還 金 107,417 114,091 6,674 6.2

補 助 金 返 還 金 35,128 0 △ 35,128 -

中 小 企 業 制 度 金 融 貸 付 金 1,179,579 1,179,519 △ 60 0.0

県 営 住 宅 使 用 料 221,332 204,272 △ 17,060 △ 7.7

教 育 委 員 会 奨 学 資 金 貸 付 金 437,655 418,882 △ 18,773 △ 4.3

0.2 △494,1 △283,47678,57他のそ

377,2計　計会般一 ,029 2,542,051 △ 230,978 △ 8.3

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 金 20,019 15,998 △ 4,021 △ 20.1

中 小 企 業 高 度 化 資 金 2,750,273 2,759,614 9,341 0.3

農 業 改 良 資 金 貸 付 金 87,625 84,083 △ 3,542 △ 4.0

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 貸 付 金 21,285 20,870 △ 415 △ 1.9

高 等 学 校 等 奨 学 金 71,210 68,935 △ 2,275 △ 3.2

4.8 △242,1 △155,31397,41他のそ

569,2計　計会別特 ,205 2,963,051 △ 2,154 △ 0.1

5,738,234 5,505,102 △ 233,132 △ 4.1

対前年度比較

一般会計・特別会計の合計

度年３和令度年２和令目　　　項

＜表６＞収入未済額の推移
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＜表８＞県税関係の収入未済額の推移（過去５年間）

県税の収入未済額は、昨年度は新型コロナウイルス感染症の影響により増加したが、令和

３年度は徴収猶予の特例制度による猶予期限が到来したことにより納付が進むなど、前年度

に比べて１億 6,302 万円（27.0 パーセント）減少し４億 4,155 万円となった。

収入未済額のうち増減額が大きいものは、法人事業税で、前年度に比べ 7,982 万円（60.1

パーセント）減少し、5,303 万円となった。

また、収入未済額の大きいものは、市町村において個人住民税として賦課徴収される個人

県民税で、新型コロナウイルス感染症の県民生活への影響に対する配慮をしつつ、市町村と

の連携のもと徴収対策に取り組んだ結果、前年度に比べ 5,837 万円（15.5 パーセント）減少

し、３億 1,844 万円となった。新型コロナウイルス感染症の影響が続くなか、地道な徴収対

策の努力が成果として現れてはいるが、それでもなお、県税の収入未済額の７割以上を占め

ている現状にあることから、引き続き、関係機関と連携し、市町村への積極的な支援に努め

られたい。

今後も引き続き、他の税目も含め滞納の未然防止のための納期内納付を推進することや、

滞納整理を通じて税の公平性・公正性の確保を図ることにより、県税収入の確保に努められ

たい。また、スマートフォン決済アプリを利用した収納サービスが開始されたが、さらに収

納チャネルを拡大し、納税者の利便性向上や社会情勢の変化に対応したキャッシュレス納税

の推進に取り組むなど、納税環境の充実にも努められたい。

県税及び県税に係る加算金以外の収入未済額は、一般会計で 20 億 8,479 万円であり、主な

ものは中小企業制度金融貸付金や教育委員会奨学資金貸付金等である。特別会計における収

入未済額は 29 億 6,305 万円で、主なものは中小企業高度化資金等である。収入未済額につい

ては、収納の促進に努力しているところであるが、依然として多数の部局において収入未済

がある。

税外未収金の対策には、税務課に設置されている税外債権対策室の主導により、長期滞納

債権の回収業務の弁護士委託など、全庁的な取組が行われているところであるが、引き続

き、債務者の生活状況や経営状況などの実態を把握し、債権の種類・性質などに応じ、法令

に沿った適切な未収金の管理・回収がなされるよう努められたい。

また、やむを得ず不納欠損処分を行う場合は、滞納者の資力調査等の徹底を図るなど、負

担の公平性・公正性の確保に努められたい。

＜表８＞県税関係の収入未済額の推移（過去５年間）

(単位：千円、％）

令和２年度 令和３年度 増減額(C) 増減率

（A) （B) （B)-(A) (C)/(A)

725,074 627,135 546,825 604,562 441,547 △ 163,015 △ 27.0

個 人 県 民 税 549,909 491,108 434,861 376,805 318,439 △ 58,366 △ 15.5

自 動 車 税 105,043 58,865 39,186 28,219 23,027 △ 5,192 △ 18.4

法 人 事 業 税 3,138 13,951 25,400 132,848 53,027 △ 79,821 △ 60.1

軽 油 引 取 税 37,291 36,944 22,861 20,492 19,286 △ 1,206 △ 5.9

不 動 産 取 得 税 16,545 13,311 12,827 17,157 9,059 △ 8,098 △ 47.2

そ の 他 の 税 目 13,148 12,956 11,690 29,041 18,709 △ 10,332 △ 35.6

725,074 627,135 546,825 604,562 441,547 

　合　　　計

区　　　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

（３）事務執行

県有財産については、財産管理システムへの登録漏れが毎年見られ、決算審査に支障が生

じている。財産管理と決算事務の重要性を職員に徹底し、日頃から現況把握に務め、決算に

関する調書を作成する段階においても再確認を行うなど、適正な財産管理の実施を求める。
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第３ 決算の概要

１ 総括

(１) 決算の状況

① 一般会計

ア 歳入の状況

歳入決算額は5,631億3,424万円で、前年度に比べて373億1,710万円（7.1パーセン

ト）の増となっている。収入割合は、予算現額に対して88.7パーセント、調定額に対し

て99.5パーセントとなっている。

不納欠損額は7,381万円で、前年度に比べて1,114万円（17.8パーセント）の増となっ

ている。

収入未済額は25億4,205万円で、前年度に比べて2億3,098万円（8.3パーセント）の

減となっている。

イ 歳出の状況

歳出決算額は5,514億8,659万円で、前年度に比べて392億5,870万円（7.7パーセン

ト）の増となっている。予算現額に対する執行率は、86.9パーセントとなっている。

翌年度繰越額は繰越明許費及び事故繰越しの667億1,485万円で、前年度に比べて266

億4,749万円（28.5パーセント）の減となっている。

不用額は165億8,863万円で、前年度に比べて８億4,866万円（4.9パーセント）の減と

なっている。

歳入歳出差引額は116億4,765万円で、このうち９億9,664万円を財政調整基金に積み

立て、残額の106億5,101万円が翌年度へ繰り越されている。

② 特別会計

ア 歳入の状況

歳入決算額の合計は2,938億2,835万円で、前年度に比べて43億8,139万円（1.5パーセ

ント）の増となっている。収入割合は、予算現額に対して100.1パーセント、調定額に

対して99.0パーセントとなっている。

不納欠損額は354万円で、前年度に比べて335万円（1,689.5パーセント）の増となっ

ている。

収入未済額は７つの特別会計の合計で29億6,305万円であり、前年度に比べて215万円

（0.1パーセント）の減となっている。

イ 歳出の状況

歳出決算額の合計は2,900億8,523万円で、前年度に比べて64億5,728万円（2.3パーセ

ント）の増となっている。予算現額に対する執行率は、98.8パーセントとなっている。

翌年度繰越額は、２つの特別会計の合計で７億2,953万円となっている。

不用額の合計は27億3,859万円で、前年度に比べて19億8,904万円（42.1パーセント）

の減となっている。

歳入歳出差引額の合計は37億4,312万円で、前年度に比べて20億7,589万円（35.7パー

セント）の減となっており、各会計において全額翌年度へ繰り越されている。

（表１） 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 状 況

(２) 実質収支の状況

一般会計の実質収支は19億9,328万円で、前年度の実質収支52億566万円を差し引いた単年

度収支は、32億1,238万円の赤字となっている。

特別会計の実質収支は37億4,217万円で、前年度の実質収支58億1,708万円を差し引いた単

年度収支は、20億7,491万円の赤字となっている。

（表２） 実 質 収 支 の 状 況 (単位：円）

円 円 ％ 円 ％ 円
634,790,065,900 563,134,237,987 88.7 551,486,585,200 86.9 11,647,652,787

令和２年度 623,027,506,020 525,817,142,491 84.4 512,227,881,482 82.2 13,589,261,009

増  減  額 11,762,559,880 37,317,095,496 － 39,258,703,718 － △ 1,941,608,222

対前年度比
(％)

令和３年度 293,553,348,000 293,828,350,169 100.1 290,085,230,009 98.8 3,743,120,160

令和２年度 288,940,965,000 289,446,961,670 100.2 283,627,949,803 98.2 5,819,011,867

増  減  額 4,612,383,000 4,381,388,499 － 6,457,280,206 － △ 2,075,891,707

対前年度比
(％)

928,343,413,900 856,962,588,156 92.3 841,571,815,209 90.7 15,390,772,947令和３年度計

85.7

特
別
会
計

101.6 101.5 － 102.3 － 64.3

歳入歳出差引額
(B)-(C）

一
般
会
計

令和３年度

101.9 107.1 － 107.7 －

予　算　現　額
(A)

歳入決算額
(B)

収 入
割 合
(B)/(A)

歳出決算額
（C)

執行率
(C)/(A)

一　般　会　計 特　別　会　計 合　計

(A) 563,134,237,987 293,828,350,169 856,962,588,156

(B) 551,486,585,200 290,085,230,009 841,571,815,209

(A)-(B)=(C) 11,647,652,787 3,743,120,160 15,390,772,947

0 0 0

9,233,443,000 954,000 9,234,397,000

420,928,736 0 420,928,736

9,654,371,736 954,000 9,655,325,736

(C)-(D)=(E) 1,993,281,051 3,742,166,160 5,735,447,211

 (F) 5,205,657,109 5,817,075,867 11,022,732,976

(E)-(F) △ 3,212,376,058 △ 2,074,909,707 △ 5,287,285,765

(E)/(F) 38.3 64.3 52.0

996,641,000 0 996,641,000

実 質 収 支

前 年 度 実 質 収 支

単 年 度 収 支

対 前 年 度 比（％）

実 質 収 支 の う ち 地 方 自 治 法 の
規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)

 (1)継続費逓次繰越額

 (2)繰越明許費繰越額

 (3)事故繰越し繰越額

計
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（表１） 一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 決 算 状 況

(２) 実質収支の状況

一般会計の実質収支は19億9,328万円で、前年度の実質収支52億566万円を差し引いた単年

度収支は、32億1,238万円の赤字となっている。

特別会計の実質収支は37億4,217万円で、前年度の実質収支58億1,708万円を差し引いた単

年度収支は、20億7,491万円の赤字となっている。

（表２） 実 質 収 支 の 状 況 (単位：円）

円 円 ％ 円 ％ 円
634,790,065,900 563,134,237,987 88.7 551,486,585,200 86.9 11,647,652,787

令和２年度 623,027,506,020 525,817,142,491 84.4 512,227,881,482 82.2 13,589,261,009

増  減  額 11,762,559,880 37,317,095,496 － 39,258,703,718 － △ 1,941,608,222

対前年度比
(％)

令和３年度 293,553,348,000 293,828,350,169 100.1 290,085,230,009 98.8 3,743,120,160

令和２年度 288,940,965,000 289,446,961,670 100.2 283,627,949,803 98.2 5,819,011,867

増  減  額 4,612,383,000 4,381,388,499 － 6,457,280,206 － △ 2,075,891,707

対前年度比
(％)

928,343,413,900 856,962,588,156 92.3 841,571,815,209 90.7 15,390,772,947令和３年度計

85.7

特
別
会
計

101.6 101.5 － 102.3 － 64.3

歳入歳出差引額
(B)-(C）

一
般
会
計

令和３年度

101.9 107.1 － 107.7 －

予　算　現　額
(A)

歳入決算額
(B)

収 入
割 合

(B)/(A)

歳出決算額
（C)

執行率
(C)/(A)

一　般　会　計 特　別　会　計 合　計

(A) 563,134,237,987 293,828,350,169 856,962,588,156

(B) 551,486,585,200 290,085,230,009 841,571,815,209

(A)-(B)=(C) 11,647,652,787 3,743,120,160 15,390,772,947

0 0 0

9,233,443,000 954,000 9,234,397,000

420,928,736 0 420,928,736

9,654,371,736 954,000 9,655,325,736

(C)-(D)=(E) 1,993,281,051 3,742,166,160 5,735,447,211

 (F) 5,205,657,109 5,817,075,867 11,022,732,976

(E)-(F) △ 3,212,376,058 △ 2,074,909,707 △ 5,287,285,765

(E)/(F) 38.3 64.3 52.0

996,641,000 0 996,641,000

実 質 収 支

前 年 度 実 質 収 支

単 年 度 収 支

対 前 年 度 比（％）

実 質 収 支 の う ち 地 方 自 治 法 の
規 定 に よ る 基 金 繰 入 額

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳 入 歳 出 差 引 額

翌年度へ繰り
越すべき財源

(D)

 (1)継続費逓次繰越額

 (2)繰越明許費繰越額

 (3)事故繰越し繰越額

計
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(３) 繰越額の状況

一般会計の繰越額は、土木費406億430万円、林業振興環境費67億4,328万円、農業振興費

46億6,585万円、災害復旧費44億8,386万円、商工労働費35億6,611万円、水産振興費27億

1,341万円及びその他39億3,804万円の計667億1,485万円で、前年度に比べて266億4,749万円

の減となっている。

特別会計の繰越額は、流通団地及び工業団地造成事業特別会計７億1,952万円、土地取得

事業特別会計1,001万円の計７億2,953万円で、前年度に比べて１億4,414万円の増となって

いる。

（表３） 繰 越 額 の 推 移 （単位：円）

(４) 普通会計における実質収支の状況

一般会計と特別会計を合算して重複分等を控除した統計上の会計である普通会計で見る

と、歳入総額は5,436億4,988万円、歳出総額は5,300億7,888万円となっており、歳入歳出差

引額である形式収支は135億7,100万円の黒字となっている。この額から翌年度へ繰り越すべ

き財源を差し引いた実質収支は19億9,426万円で、前年度の実質収支の52億697万円を差し引

いた単年度収支は、32億1,272万円の赤字となっている。

（表４） 普通会計における実質収支の状況 （単位：千円）

（表５） 普通会計における実質単年度収支の推移 （単位：百万円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度

繰 越 明 許 費 61,089,782,000 91,744,825,000 62,885,622,000

事 故 繰 越 し 4,589,155,020 1,617,506,900 3,829,223,950

小 計 65,678,937,020 93,362,331,900 66,714,845,950

繰 越 明 許 費 675,673,000 585,390,000 729,532,000

000し越繰故事

小 計 675,673,000 585,390,000 729,532,000

繰 越 明 許 費 61,765,455,000 92,330,215,000 63,615,154,000

事 故 繰 越 し 4,589,155,020 1,617,506,900 3,829,223,950

合 計 66,354,610,020 93,947,721,900 67,444,377,950

100.0 141.6 101.6

※６月議会繰越計算書確認

一
般
会
計

特
別
会
計

合
　
計

指　　　  　　数

令和３年度 543,649,879 530,078,883 13,570,996 11,576,740 1,994,256 △ 3,212,717

令和２年度 507,675,757 492,330,159 15,345,598 10,138,625 5,206,973 4,087,720

単年度収支
歳入決算額

(A)
歳出決算額

(B)
歳入歳出差引額
(A)-(B)=(C)

翌年度へ繰り越
すべき財源 (D)

実質収支
(C)-(D)

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

単 年 度 収 支 (A) △ 1,644 1,026 △ 715 △ 182 4,088 △ 3,213

財政調整基金積立 (B) 18 6 5 3 3 9,822

財政調整基金取崩 (C) 2,047 1,868 623 1,803 0 0

繰 上 償 還 金 (D) 0 0 0 0 0 0

実質単年度収支
6,609

　　(A)+(B)-(C)+(D)
△ 3,673 △ 836 △ 1,333 △ 1,982 4,091

(５) 県債の状況

一般会計及び県債管理特別会計における県債発行額は1,095億190万円で、当年度末現在高

は9,172億3,090万円となり、前年度に比べて169億556万円（1.9パーセント）の増となって

いる。

そのうち、臨時財政対策債の発行額は209億3,990万円であり、前年度に比べて77億9,360

万円（59.3パーセント）の増となっている。

特別会計（県債管理特別会計を除く。）における県債発行額は５億9,700万円で、当年度

末現在高は164億591万円となり、前年度に比べて４億460万円（2.4パーセント）の減となっ

ている。

県債現在高を見ると、臨時財政対策債は減少したが、防災・減災・国土強靱化緊急対策事

業債などが増加したことから県債現在高は増加している。

（表６） 県 債 の 状 況 （単位：円）

（注）特別会計のうち県債管理特別会計は、一般会計に含めている。

（注） １ 当年度の県債発行額は、一般会計及び特別会計の合計発行額1,100億9,890万円から、会計上

の重複等の額２億5,800万円を差し引いた額1,098億4,090万円である。

２ 当年度末県債現在高は、一般会計及び特別会計の年度末合計残高9,336億3,681万円から、会

計上の重複等の額40億2,657万円を差し引いた額9,296億1,024万円である。

(A) (B) (B/A)

合計 917,135,852,774 110,098,900,000 93,597,942,633 3,567,200,375 97,165,143,008 933,636,810,141 101.8

917,230,899,965 101.9

特別
会計

16,810,513,239 597,000,000 1,001,603,063 58,679,391 1,060,282,454 16,405,910,176 97.6

一般
会計

900,325,339,535 109,501,900,000 92,596,339,570 3,508,520,984 96,104,860,554

前年度末
現 在 高

当 年 度
発 行 額

当年度元利償還額 当年度末
現 在 高

対前年
度比(%)

元　　金 利　　子 計

平成30年度 令和元年度 令和２年度平成29年度 令和３年度
0

 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

1,238 

5,081 

3,633 

989

3,630 

5,174 

1,116 1,053 1,098

3,563 

5,411 

3,496 

5,632 

3,444 

5,852 

8,714 8,804 8,974 9,128 9,296 

臨時財政対策債 その他の起債 県債発行額

（表７） 県債現在高と発行額の推移（普通会計ベース） （単位：億円）
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(５) 県債の状況

一般会計及び県債管理特別会計における県債発行額は1,095億190万円で、当年度末現在高

は9,172億3,090万円となり、前年度に比べて169億556万円（1.9パーセント）の増となって

いる。

そのうち、臨時財政対策債の発行額は209億3,990万円であり、前年度に比べて77億9,360

万円（59.3パーセント）の増となっている。

特別会計（県債管理特別会計を除く。）における県債発行額は５億9,700万円で、当年度

末現在高は164億591万円となり、前年度に比べて４億460万円（2.4パーセント）の減となっ

ている。

県債現在高を見ると、臨時財政対策債は減少したが、防災・減災・国土強靱化緊急対策事

業債などが増加したことから県債現在高は増加している。

（表６） 県 債 の 状 況 （単位：円）

（注）特別会計のうち県債管理特別会計は、一般会計に含めている。

（注） １ 当年度の県債発行額は、一般会計及び特別会計の合計発行額1,100億9,890万円から、会計上

の重複等の額２億5,800万円を差し引いた額1,098億4,090万円である。

２ 当年度末県債現在高は、一般会計及び特別会計の年度末合計残高9,336億3,681万円から、会

計上の重複等の額40億2,657万円を差し引いた額9,296億1,024万円である。

(A) (B) (B/A)

合計 917,135,852,774 110,098,900,000 93,597,942,633 3,567,200,375 97,165,143,008 933,636,810,141 101.8

917,230,899,965 101.9

特別
会計

16,810,513,239 597,000,000 1,001,603,063 58,679,391 1,060,282,454 16,405,910,176 97.6

一般
会計

900,325,339,535 109,501,900,000 92,596,339,570 3,508,520,984 96,104,860,554

前年度末
現 在 高

当 年 度
発 行 額

当年度元利償還額 当年度末
現 在 高

対前年
度比(%)

元　　金 利　　子 計

平成30年度 令和元年度 令和２年度平成29年度 令和３年度
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1,000 

2,000 
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5,000 

6,000 

7,000 

8,000 

9,000 

10,000 

1,238 

5,081 

3,633 

989

3,630 

5,174 

1,116 1,053 1,098

3,563 

5,411 

3,496 

5,632 

3,444 

5,852 

8,714 8,804 8,974 9,128 9,296 

臨時財政対策債 その他の起債 県債発行額

（表７） 県債現在高と発行額の推移（普通会計ベース） （単位：億円）
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普通会計ベースの主な財政指標の推移

経常収支比率 財政力指数

経常収支比率

「経常収支比率」とは、県税や地方交付税など毎年経常的に収入される使途の制限のない一般

財源が、人件費や扶助費、公債費など毎年固定的に支出される経常的歳出にどの程度充当されて

いるかを示す比率である。

財政力指数

「財政力指数」とは、全国の地方公共団体の財政力を同じ尺度で測るための指数で、普通交付

税上の基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値で、言わば、あ

る団体について、標準的な税制のもとでの歳入が標準的な歳出を賄える比率を過去３年間平均し

たもの。この数字が１を超えていれば、その団体は、標準的な税収などで標準的な行政運営を行

う財政力を有していることになる。
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普通会計ベースの主な財政指標の推移
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 県税

　12.5%

703億円

　諸収入

　2.5%

140億円

 その他

　11.9%

669億円

地方交付税

34.0%

1,915億円

国庫支出金

22.4%

　1,259億円

　県債

　14.2%

803億円

その他

　2.5%

142億円

自主財源

26.9%

1,512億円

依存財源

73.1%

4,119億円

歳入総額

5,631億円

内訳

　地方消費税清算金

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財産収入

　寄附金

　繰入金
　繰越金

内訳

   地方譲与税

   地方特例交付金

   交通安全対策特別交付金

1414



人件費

20.7%

1,140億円

公債費

12.1%

669億円

扶助費

2.4%

134億円

普通建設事業費

22.6%

1,247億円

災害復旧事業費

1.0%

55億円

貸付金

0.2%

14億円

補助費等

28.3%

1,558億円

物件費

4.9%

271億円

維持補修費

1.2%

65億円

その他

6.6%

362億円

義務的経費

35.2%

1,943億円

投資的経費

23.6%

1,302億円

その他の経費

41.2%

2,270億円

歳出総額

5,515億円

内訳

　積立金

　投資及び出資金

　繰出金
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ア 不納欠損額 3,543,122円

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 3,543,122円

イ 収入未済額 2,963,051,053円

① 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 15,997,973円

② 中 小 企 業 近 代 化 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 2,766,664,912円

③ 農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 84,082,850円

④ 林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 20,869,986円

⑤ 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 3,892,000円

⑥ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 2,608,649円

⑦ 高 等 学 校 等 奨 学 金 特 別 会 計 68,934,683円

ウ 翌年度繰越額 729,532,000円

① 土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 10,012,000円

② 流 通 団 地 及 び 工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 719,520,000円

エ 不 用 額 2,738,585,991円

① 収 入 証 紙 等 管 理 特 別 会 計 140,950,618円

② 給 与 等 集 中 管 理 特 別 会 計 270,538,614円

③ 旅 費 集 中 管 理 特 別 会 計 608,606,941円

④ 用 品 等 調 達 特 別 会 計 349,404,247円

⑤ 会 計 事 務 集 中 管 理 特 別 会 計 183,013,909円

⑥ 県 債 管 理 特 別 会 計 2,963,362円

⑦ 土 地 取 得 事 業 特 別 会 計 5,985,223円

⑧ 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 967,211,133円

⑨ 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計 63,774,568円

⑩ 母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 特 別 会 計 3,442,977円

⑪ 中 小 企 業 近 代 化 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 14,710,045円

⑫ 流 通 団 地 及 び 工 業 団 地 造 成 事 業 特 別 会 計 26,891,079円

⑬ 農 業 改 良 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 734,246円

⑭ 県 営 林 事 業 特 別 会 計 5,880,595円

⑮ 林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 87,333,251円

⑯ 沿 岸 漁 業 改 善 資 金 助 成 事 業 特 別 会 計 117,319円

⑰ 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 5,576,235円

⑱ 高 等 学 校 等 奨 学 金 特 別 会 計 1,451,629円
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（２） 特別会計別の決算状況

円 円 円 円

令和３年度 1,964,258,000 1,859,728,549 1,859,728,549 0

令和２年度 1,972,510,000 1,903,837,061 1,903,837,061 0

増　減　額 △ 8,252,000 △ 44,108,512 △ 44,108,512 0

対前年度比 99.6% 97.7% 97.7% －

令和３年度 96,063,000,000 95,792,461,386 95,792,461,386 0

令和２年度 97,605,000,000 96,884,959,074 96,884,959,074 0

増　減　額 △ 1,542,000,000 △ 1,092,497,688 △ 1,092,497,688 0

対前年度比 98.4% 98.9% 98.9% －

令和３年度 1,128,498,000 519,891,059 519,891,059 0

令和２年度 1,121,254,000 481,804,272 481,804,272 0

増　減　額 7,244,000 38,086,787 38,086,787 0

対前年度比 100.6% 107.9% 107.9% －

令和３年度 2,277,689,000 1,931,028,646 1,931,028,646 0

令和２年度 990,338,000 911,064,467 911,064,467 0

増　減　額 1,287,351,000 1,019,964,179 1,019,964,179 0

対前年度比 230.0% 212.0% 212.0% －

令和３年度 5,996,265,000 5,813,251,091 5,813,251,091 0

令和２年度 5,989,147,000 5,688,485,398 5,688,485,398 0

増　減　額 7,118,000 124,765,693 124,765,693 0

対前年度比 100.1% 102.2% 102.2% －

令和３年度 96,183,067,000 96,180,103,638 96,180,103,638 0

令和２年度 93,640,029,000 93,596,047,950 93,596,047,950 0

増　減　額 2,543,038,000 2,584,055,688 2,584,055,688 0

対前年度比 102.7% 102.8% 102.8% －

令和３年度 55,970,000 49,609,788 49,609,788 0

令和２年度 2,404,000 11,306,574 11,306,574 0

増　減　額 53,566,000 38,303,214 38,303,214 0

対前年度比 2,328.2% 438.8% 438.8% －

令和３年度 85,174,174,000 85,938,997,472 85,938,997,472 0

令和２年度 82,885,558,000 84,200,399,326 84,200,399,326 0

増　減　額 2,288,616,000 1,738,598,146 1,738,598,146 0

対前年度比 102.8% 102.1% 102.1% －

令和３年度 114,953,000 51,178,432 51,178,432 0

令和２年度 124,665,000 64,641,413 64,641,413 0

増　減　額 △ 9,712,000 △ 13,462,981 △ 13,462,981 0

対前年度比 92.2% 79.2% 79.2% －

令和３年度 28,357,000 132,351,570 112,810,475 3,543,122

令和２年度 30,291,000 106,407,750 86,388,983 0

増　減　額 △ 1,934,000 25,943,820 26,421,492 3,543,122

対前年度比 93.6% 124.4% 130.6% －

歳　　　　　入

特 別 会 計 名 区　分
歳入歳出
予算現額 調　定　額 収入済額　(A) 不納欠損額

１ 収入証紙等管理特別会計

２ 給与等集中管理特別会計

３ 旅費集中管理特別会計

４ 用品等調達特別会計

５ 会計事務集中管理特別会計

６ 県債管理特別会計

７ 土地取得事業特別会計

8 国民健康保険事業特別会計

9 災害救助基金特別会計

10
母子父子寡婦福祉資金特別会
計
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（３）特別会計の貸付金の状況

円 円

4,375,884 0 

1,331,684 0 

271,554,823 16,584,540 

27,900,316 816,000 

6,103,178 692,000 

28,296,983 0 

346,923 1,500,000 

28,953,250 3,358,354 

246,603 400,000 

369,109,644 23,350,894 

7,110,791 0 

3,318,750,829 0 

8,449,000,000 0 

11,774,861,620 0 

64,567,132 0 

79,317,415 0 

143,884,547 0 

林業生産 16,138,241 0 

林業労働 4,730,000 0 

85,890,698 15,000,000 

600,000,000 600,000,000 

706,758,939 615,000,000 

29,072,000 0 

32,054,000 0 

61,126,000 0 

高等学校等奨学金特別会計 1,975,809,933 118,057,000 

（注）償還率は、調定額に対する収入済額の割合である。

事業開始資金

事業継続資金

修学資金

技能習得資金

修業資金

生活資金

住宅資金

就学支度資金

その他

合　 計

設備近代化資金

高度化資金

地域中小企業応援ファンド造成資金

合　 計

農業改良資金

就農支援資金

合　 計

林業・木材産業改善資金（新制度分）

木材産業等高度化推進資金

合　 計

経営等改善資金

青年漁業者等養成確保資金

合　 計

高等学校等奨学金

特　別　会　計　名 資　　　　金　　　　名
前 年 度 末
貸 付 残 高 貸　付　額

中小企業近代化資金助成事
業特別会計

農業改良資金助成事業特別
会計

林業・木材産業改善資金助
成事業特別会計

林業改善資金 
（旧制度分）

沿岸漁業改善資金助成事業
特別会計

母子父子寡婦福祉資金特別
会計
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林業改善資金 
（旧制度分）

沿岸漁業改善資金助成事業
特別会計

母子父子寡婦福祉資金特別
会計
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員

高 知 県 歳 入 歳 出 決 算 審 査 意 見 書

基 金 運 用 審 査 意 見 書

令 和 ３ 年 度

高 知 県 監 査 委 員

「この冊子は再生紙を使用しています」
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